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三田社会学第11号(2006)

書評:塩 原 良和著

『ネ オ ・リベ ラ リズ ム の 時代 の多 文 化 主 義

 ― オー ス トラ リア ン ・マ ル チ カル チ ュ ラ リズ ム の変 容― 』 三 元社 、2005年

石井 由香

 「多文化主義(multiculturalism)」 の名 の下に、今何が語 られ、また どのよ うな政策が遂行

され てい るのだろ うか。 この点に関 し、著者 はオース トラ リアを事例 とし、ネオ ・リベ ラ リズ

ム との関係 において多文化主義の現状 を分析 し、理論的可能性 を見 出そ うとす る。本書 でまず

指摘 され るのは、1970年 代半ばにオース トラ リアで国家理念 として導入 された多文化主義は、

「1980・90年 代 を通 じてそ の公定言説 がネ オ ・リベ ラ リズムを補完す る論理 へ と変 質 してい

った」(本 書14頁)と い うことであ り、 この過程お よび論理 の内容 を論 じることが、本書の主

要 な課題 となっている。

 1970年 代か ら1980年 代のオース トラ リアの多文化主義は、理念 としては文化 的多様性 を原

則 として個人の私的領域 において認 める 「文化多元主義」 もしくは「リベ ラル多文化主義」を基

盤 としつつ、政策面 ではエスニ ック ・マイ ノ リテ ィ、特に非英語系移民への社会福祉制度の整

備 を含む 、 「コー ポ レイ ト多文化主義」 ない しは 「コーポ レイ ト・コスモポ リタニズム」的な性

格 を持つ もの として位置づ けられ た。 しか し、ネオ ・リベ ラ リズム的理念の浸透 、政策 の遂行

に伴い、1990年 代 か ら2000年 代初頭 にお ける多文化 主義 は、この従来の多文化主義 とは明 ら

かに異な る理念 、政策 となっていった。特 に、ハ ワー ド保守連合政権下での変容 は顕著な もの

であった。 また、著者 は、知識人 ない しは研究者の反 一本質主義的多文化 主義研究 も、多文化

主義のネオ ・リベ ラ リズム化に対抗す る力 を持たず、む しろネオ ・リベ ラリズム化 を補完す る論

理 になって しまった と指摘す る。

 本書の価値 について、評者 は二つ の点 を指摘 したい。第一 の点は、その課題設定であ る。ネ

オ ・リベ ラ リズム とい う政治 ・経済 ・社会体制の世界 的な拡大、そのオース トラ リアへの波及

との関連 において多文化主義 を考察す るべ きであ るとい う課題設定は、理論的試みであ ると同

時 に、多文化主義の 「政治性」 を明 らかにす るものである。ネ オ・リベ ラ リズム とい う政治思

潮 を補完す る もの としての多文化主義 の分析 を、一次文書資料のテ クス ト分析 、キー ・イ ンフ

ォーマ ン トへ の聞き取 り調査 を踏 まえて実証的に行 った点 は、高 く評価 され るべ きであろ う。

また、 「個 人化」 「ナ シ ョナ リズム化」 とい う枠組み を導 き出 した ことで、本書 の分析は、オー

ス トラ リアのみな らず、ネオ ・リベ ラ リズムの波 に さらされ る 日本 を含む主要先進 国にお ける

エスニシティ、ナ シ ョナ リズムの分析 に一定の示唆 を与 え うるもの となった。 この適用範 囲の

広 さも評価 したい。

 第二点 として、本書で示 されてい る多文化 主義 と階層の関係 に 目を向けたい。 多文化主義 は、
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国民に対 して一律に影響を及ぼすものではない とい うことが、本書の考察からは浮き彫 りにさ

れている。従来の多文化主義が、多分に社会経済的に不利な立場にある下層の移民を対象にし

たものであったとす るならば、ネオ・リベラリズム下の公定多文化主義は、国にとって利益に

なる者、すなわち中間層(以 上の)移 民に目を向ける傾向がある。中間層移民であれば、容易

にオース トラリア社会に 「参加」し、「包摂」され、文化多様性 を個人の レベルにとどめ、あ

るいは経済的利益に結び付けることができるからである。一方、自分よりも専門性が高 く競争

力のある(ア ジア系)移 民に対 して、それ以外のオース トラリア 「国民」の、特に下層の人び

とは怖れを抱き、パラノイア・ナショナ リズム(ガ ッサン・ハージ)を 募 らせる。ネオ・リベラ

リズム時代の多文化主義は、移民の階層的選抜を伴 うものである。そして、そのことが 「ホス

ト社会」の移民への反応ないしナショナ リズムの階層性も浮き彫 りにしたとい う点で、文化の

階層性、もしくは文化 と経済的利益の結びつきという多文化主義の論理における新たな特質が

本書では明らかにされているのである。

 以上の本書における主張の重要性を踏まえた上で、評者は二っの疑問点を提示 したい。一つ

は、労働党(政 権)の 論理変化についてである。 「ネオ・リベラリズムの時代の多文化主義」は

単に保守系政党の主張 とい うわけではない。本書でも指摘されていることではあるが、すでに

労働党政権の時代から、多文化主義のネオ・リベラル化は進んでいた。 しかし本書では、この

政策変化の過程についての説明が十分ではないように思われる。基本的な主張において、保守

系政党がネオ・リベ ラル化を推進す るのは納得がいくところであるが、労働党がこの論理へ と

移行 していったのはなぜなのかを、労働党が内在的に持つ政治論理との関係からもう少し明確

にする必要があるのではないだろうか。

 連邦 レベルの動きにおいて、労働党政権がネオ・リベラルな政策的志向性を多文化主義に関

しても持つようになった背景としては、国家財政の不安 という以上の説明ははっきりとはなさ

れていない。また、1980年 代の移民の優遇は国民の分裂を招 く、とい う批判に対 して、包摂

的な論理が強調されるようになった経緯は示 されているが、それから社会福祉的な多文化主義

の抑制の論理に至る経過については、ネオ・リベラルな主張に対して常に包摂が未完であらね

ばならないとい う矛盾を抱えるとい う対抗的な理由に加えて、もう少し説明が必要であるよう

に思われる。著者は第5章 で、ニュー ・サウス ・ウェールズ州与党である労働党が、1999年

から2000年 にかけて行われたエスニック問題委員会(EAC)改 名論争において、ネオ・リベ

ラルな多文化主義の主張を行ったことをあげ、ネオ・リベラルな多文化主義がハワー ド連邦政

権のみに特殊な政治志向ではなく、「同時期のオース トラリア政治に広く共有され る傾向であ

った」ことの例証としている。この背景についても、労働者の票を得るための選挙対策などの

副次的な理由はあげられているが、労働党の論理的なスタンスの変化をもたらした要因につい

ての説明は今一つ希薄ではないか と思われる。

 労働党は、基本的に労働者、相対的に貧 しい人びとの社会経済的地位に敏感であり、そのこ

とから社会経済的に不利な立場にある移民への社会福祉に関してもある程度力を入れる傾向が
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あった。 しか しその一方で、労働党 の立場では労働者 としての意識 が少 な くとも将来的 には重

視 され る。多文化主義の変質 を論 じる際、労働党 においてネオ ・リベ ラ リズムの論理 と党が内

包す る論理が どのよ うに対立 も しくは融合 し、 また どの よ うな背景の もとで結果 と してネオ ・

リベ ラ リズムの論理が とられ るに至 ったのか、 この過程 に関す るより系統的な説 明が行 なわれ

るこ とで、ネオ ・リベ ラル の時代 にお けるオル タナテ ィブ に関 して も、具体的な ビジ ョンが描

きやす くなるので はないだろ うか。

 この点 と関連 し、第二点 と して、評者 は結論 部分にお ける著者 の 「試論一 ネオ ・リベ ラリズ

ムへの 『対抗原理』 と しての多文化主義」に関 しての疑問 も述べ たい。著者 は、 自身が分析を

行ったネ オ・リベ ラ リズムの時代の多文化 主義 に対 して、明 らかに批判的である。そ して、 「福

祉 国家 的多文化主義」の再評価 を提唱す る。 しか し、福祉 国家を前提 とす ることは、結局は国

家、ない しは一国政 治の中での多文化主義 の追求で あ り、多文化 主義が も う十分であることを

エスニ ック ・マイ ノリティが判断す ることが望 ま しく、また、国境 を越 えて実践 を行い うるエ

スニ ック ・マイ ノ リティのエ ンパ ワーメ ン トを促す福祉 国家 的多文化主義が多文化主義のナシ

ョナ リズム化 を打破す る可能性 を持つ、 とい う指摘は、福祉 「国家」が想 定 し うる政策的効果

の範疇 を超 えるのではないだ ろ うか。 それ がエスニ ック ・マイノ リテ ィに とって望 ま しい帰結

である として も。

 著者 は、エ スニ ック ・マイ ノ リテ ィとい う当事者 、主体 の立場 か ら、 「福祉 国家的多文化主

義 」の再 考の必要性 を強 く うちだ している。 しか し、 「対抗原理 」 としての多文化 主義理念 の

構想 とい って も、エスニ ック ・マイ ノリテ ィが持つ 「対抗原理」 にとどまる限 り、結局は主流

国民対エ スニ ック ・マイ ノ リテ ィ、政府対エスニ ック ・マイ ノ リテ ィといった二項対立を超 え

てい くの は難 しい部分 があるのではないだろ うか。 主流 国民 であれ、政府 であれ、権力を持 っ

た主体 がネ オ・リベ ラ リズム的な論理以外 にある程度考慮 に値す る と考 える論理 、理念 はいっ

たいいかなるものなのか。 また、 こういった論理や理念 が、エ スニ ック・マイ ノ リテ ィ との相

互作用 によってい かに醸成 しうる ものなのか。著者 は、 「対抗原理」 を構想 してい く方 向性 の

なか で、「ナ シ ョナル な レベル にお いて、エ スニ ック ・マイ ノ リテ ィの人び とが相互 に意 見表

明 ・利 害調整 し、主流派国民や政府 と交渉す る場を制度化す ること」をあげてい る。 これ は重

要な点であ り、「対抗原理」ではな く、 「体制内改良原理」的 な方向性 のほ うが、国家の政策 と

しての多文化 主義 を考 える場合 には有効なのではないだろ うか。その際に、少 しで も親和性が

あ りそ うな主体 、論理の手がか りを もう少 し探 る必要 があるよ うに思 う。 この第二の点に関 し

ては、書 き手のポジシ ョンの問題 に も絡むため、あま り強 く疑問点 として打 ち出すべきではな

いか も しれ ないが、分析内容 、また今後の著者 の研究 の方向性 とも関連す る と思われ るため、

あえて記 した もので ある。

 以上、若干 の疑問点 を提示 したが、全体 として本書が労作であ り、現在の多文化主義 を考 え

る際 に非常に参考 になる書であるこ とには疑いの余地がない。 オー ス トラ リア研 究に とどまら

ず、広 く多文化主義、エスニシテ ィ研究に関心のある人び とに読まれ るべ き書である と考 える。
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(いしいゆか 立命館アジア太平洋大学)
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